大阪府国民保護協議会概要
平成21年７月13日(月) 15:00～15:35

ホテルプリムローズ大阪 ２階 鳳凰

■　副知事（協議会会長職務代理）開会挨拶
・　本府においても、委員の皆様のご尽力を得て、平成１８年１月に「大阪府国民保護計画」を策定して以降、具体的な実施マニュアルの策定、国や府内の市町村、防災関係機関とともに訓練を実施するなど、着実に取り組んできた。

・　もちろん、国民保護計画において想定する武力攻撃や大規模テロといった事態は、絶対にあってはならないことだが、万が一の備えは必要である。

・　この度の北朝鮮によるミサイル発射や核実験に際しては、本府においても防災・危機管理指令部会議を立ち上げ、国や報道機関の情報収集とともに、府民への注意喚起と情報提供に努めたところである。

・　本日は、国の「国民の保護に関する基本指針」の改正等に伴う「大阪府国民保護計画」の変更案などをご説明するので、委員の皆様から忌憚のないご意見をいただきたい。

■　議題　大阪府国民保護計画の変更について（諮問）
・　資料に基づき、事務局より説明。

   　   (資料１)　大阪府国民保護計画の変更について（諮問）
  　    (資料２)　平成21年度大阪府国民保護計画変更の項目・新旧対照表（案）
      (資料３)　議題　大阪府国民保護計画変更について（諮問）
･   事務局原案を承認する旨の答申を行うことを決定。
　

■　報告事項　大阪府の国民保護にかかる取組みについて

・　資料に基づき、事務局より説明。

  　  (資料４)  報告事項　大阪府の国民保護にかかる取組みについて
   　 
■　質疑応答

　・＜質問＞　府としての今年の北朝鮮によるミサイル発射時にどのような対応をされたのか。

　　　＜回答＞　報告事項の中で説明。

国際海事機関に事前に通報のあった発射通告日（４月４日～８日）の発射に備え、夜間休日の警戒体制を強化。

４月３日には、庁内の防災・危機管理各部連絡責任者会議を開催し、発射時の対応、緊急時の連絡体制について確認。
発射当日（４月５日）には、市町村へ情報伝達するとともに、防災・危機管理指令部会議を開催し、ミサイル関係の情報や政府の対応確認を行った。

・＜質問＞　北朝鮮のミサイル発射に伴う在日の方へのいやがらせ等はあったのか。

　　　＜回答＞　当時、府警本部にも確認したが、そのような事例はないと聞いている。

　・＜質問＞　府として市町村へのＪ－アラートの導入をどう進めていくのか。　
＜回答＞　Ｊ－アラートは、地震、有事の際に有用な伝達手段であることから、国の交付金制度の創設を契機として、より一層、市町村に対し導入を働きかけたい。
